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   に関する意見募集開始 
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-------------------------------------------------------------------------------------- 

１．「原子力災害からの福島復興再生協議会第３回幹事会」と「福島復興再生基本方針(案)」に 

  関する意見募集開始 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

 ６月１日(金)に、原子力災害からの福島復興再生協議会第３回幹事会が開催され、会議資料な

どがホームページで公表されました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2461.html 

 この会合では「福島の避難区域等に関する当面の取組方針について」と「福島復興再生基本方

針（素案）について」の検討がされました。 

 福島の避難区域等に関する当面の取組方針につきましては、主要課題として、(1)生活再建対策、

(2)産業振興・雇用対策等、(3)放射線対策等、(4)グランドデザイン・基本方針について、それぞ

れの今後の取り組みが記載されています。 

 

 そして、６月２０日(水)に、復興庁は「福島復興再生基本方針(案)に関する意見募集」をホー

ムページに公表しました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2012/06/000995.html 

 これは、福島復興再生特別措置法第５条第１項に基づいて作成した「福島復興再生基本方針（案）」

を広く国民からの意見を伺うために意見募集を行うものです。意見募集期間は、平成２４年６月

２０日(水)から７月３日(火)までとなっています。 

 今後のスケジュールとしましては、意見募集の結果を受けて、７月中旬に閣議決定をする予定

です。 

 

 福島復興再生基本方針(案)は、第１部「原子力災害からの福島の復興及び再生の意義及び目標」、

第２部「避難解除等区域等の復興及び再生」、第３部「福島県全域への施策の構成」となってい

ます。 

 

 

 

  



-------------------------------------------------------------------------------------- 

２．復興庁が「復興特区法に基づく課税の特例に係る指定の状況（平成２４年５月末現在）につ

いて」を公表 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

 ６月１５日(金)に復興庁は「復興特区法に基づく課税の特例に係る指定の状況（平成２４年５

月末現在）について」をホームページに公表しました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2012/06/000973.html 

 東日本大震災復興特別区域法に基づく課税の特例を受けるためには、認定地方公共団体による

指定事業者等の指定が必要です。５月末現在の指定状況は以下のとおりです。 

 (1)指定事業者数 

 １７２社。そのうち宮城県内の指定事業者数が６２社、茨城県内の指定事業者数が７９社とな

っています。 

 (2)指定件数 

 ２２０件。そのうち、第３７条の特例（機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除）が１

０８件。第３８条の特例（被災雇用者等を雇用した場合の税額控除）が１０１件。第３９条の特

例（開発研究用資産の特別償却等）が１１件となっています。 

 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

３．復興庁が復興整備計画と復興推進計画の一覧と分析手法等を公表 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

 復興庁は６月１２日(火)に、これまでに公表された復興整備計画の一覧をホームページで公表

しました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2012/06/000947.html 

 ６月１２日に公表された福島県の相馬市といわき市の復興整備計画の他に、岩手県では大船渡

市、陸前高田市、山田町、野田村、宮城県では石巻市、名取市、岩沼市、気仙沼市、東松島市、

山元町、女川町の復興計画が公表されています。 

 

 また、復興庁は６月１２日(火)に、これまでに認定された復興推進計画の一覧をホームページ

で公表しました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2012/06/000948.html 

 ６月１２日に認定された宮城県の産業集積関係の税制上の特例（国税、地方税）の他に、これ

までに１４の復興推進計画が認定されています。 

 その後、三沢市から申請のあった復興推進計画について、６月２６日(火)に認定されました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2012/06/001011.html 

 

 さらに、復興庁は６月２６日(火)に、復興状況の把握に関する各種指標及びその分析手法につ

いてホームページに掲載しました。 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/2012/06/001014.html 

 被災自治体（８県及び約７０市町村）の復興計画から、多くの自治体が取り組んでいる主要事

業（３９項目）を復興目標の「災害に強い地域づくり」「地域における暮らしの再生」「地域経

済活動の再生」の３分野に抽出し、分析しています。そして、その主要事業について、復興の進

捗状況の把握が可能となる指標（マクロ指標、ミクロ指標各３９指標)を設定し、さらに、この指

標をもとに得られたデータの分析手法（集計方法等）も提案しています。 

 

 

 



-------------------------------------------------------------------------------------- 

４．平成２４年度地方財政審議会（６月５日、６月８日）議事要旨が公表 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

 ６月２１日(木)に、平成２４年度地方財政審議会（６月５日）の議事要旨が、総務省のホーム

ページに公表されました。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chizai/02zaisei02_03000259.html 

 この会合では、東日本大震災に係る地方財政措置等について、地方交付税の増額や震災復興特

別交付税の創設の経緯等の説明があり、質疑応答及び意見交換がありました。 

  

 主な質疑応答は以下のとおりです。 

(質問)１９兆円の復旧・復興事業の財源の中で、原発事故に伴う損害賠償については考慮されて

いるのか？ 

(回答)原則として、原子力損害賠償法、原子力損害賠償支援機構法案に基づき事業者が負担すべ

き経費については、１９兆円の事業規模には含まないこととしている。 

(質問)復旧・復興財源の一部として住民税の増税分が見込まれているが、各地方公共団体でその

準備が整っているのか？ 

(回答)多くの団体が、まだ条例制定には到っていないようである。 

 

(意見)復旧・復興事業の財政的な制度はできても、現場ではなかなか事業が回っていない印象が

ある。事業が計画通り進捗しているか、現場レベルでの課題をきちんと把握する必要がある。 

 

 また、平成２４年度地方財政審議会（６月８日）の議事要旨も総務省のホームページに公表さ

れました。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chizai/02zaisei02_03000260.html 

 主な質疑応答は以下のとおりです。 

(質問)多くの避難者が仮設住宅等に入居しているが、被災者が進んで移転するような好条件の高

台は十分確保できているのか？ 

(回答)移転先の選定が難航しているとも聞いている。 

(質問)平成２４年１月末時点の復旧・復興予算の執行状況について、総務省の執行率が低いのは

なぜか？ 

(回答)１.６兆円の震災復興特別交付税について、年度内の財政需要を可能な限り反映させ、３月

に交付することとしたためである。 

(質問)災害救助法においては応急仮設住宅の設置は原則２年間となっているのを、東日本大震災

については、先般、３年に延長することとされたようだが、この期間で終わりそうなのか？ 

(回答)阪神大震災においても、応急仮設住宅がなくなるまでに５年ほどかかっており、東日本大

震災においても、かなりの期間を要するおそれはある。 

 

(意見)原発事故により全域が避難地域となった自治体への対応については、過去の三宅島での全

島避難や諸外国での類似事例も参考にして検討する必要がある。 

(意見)避難者を受け入れている自治体における受け入れ経費については、財政措置を講じている

とのことだが、一部の公共サービスの提供については、避難者分を特定できないため、事実上、

受け入れ自治体の負担増になっていると考えられるのではないか。 

 

 

 

  



-------------------------------------------------------------------------------------- 

５．国交省が土地白書を公表 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

 国交省は、６月１５日(金)に「平成２３年度土地に関する動向及び平成２４年度土地に関する

基本的施策（土地白書）」を閣議に報告し、ホームページ上で公表しました。 

http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo01_hh_000019.html 

 土地白書は土地基本法（平成元年法律第８４号）第１０条第１項及び第２項の規定に基づき、

土地に関する動向及び政府が土地に関して講じた基本的施策、また、講じようとする基本的な施

策について、毎年国会に報告しているものです。 

 

 第１部の「土地に関する動向」の第２章第３節の「中古住宅流通市場の活性化」では、土地に

関する情報の整備としまして、「土地の安全性に関する情報について、土地本来の自然条件や、

盛土・埋立等の過去の改変状況、災害履歴情報等の調査を通じて、その土地が持つリスクを把握

するため、国土調査法の土地分類調査の一環として土地履歴調査を行っている。現在のところ、

東京・神奈川・千葉・埼玉・名古屋地区について、地形分類図及び土地利用分類図を公開してい

る」と記されています。 

 また、第３章第３節の「震災を契機とする不動産に関する意識の変化」では、震災による不動

産に関する意識の変化としまして、「東日本大震災を受けて、不動産について以前よりも気にな

ることを聞いたところ、「耐震性能」を挙げた者の割合が５８.４％と最も高く、以下、「地盤の

履歴（地盤沈下や液状化の恐れの有無など）」(３３.１％)、「自家発電設備や備蓄などの災害へ

の備えの有無」(３０.７％)、「土砂崩れや津波等による家屋の損壊や浸水、流出等の危険性」(２

４.６％)など」と記されています。 

 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

６．固定資産税評価の基礎知識（連載） 

  第４回 「固定資産税における家屋等の評価の概要」 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

 前回は「固定資産税における土地評価の概要（その２）」としまして、地目ごとの土地の評価

方法について説明しましたが、今回は「固定資産税における家屋等の評価の概要」としまして、

建物の評価方法についてご説明いたします。 

 

(1)家屋 

 固定資産税における家屋の評価は、固定資産評価基準第２章によって、再建築価格を基準とし

て評価する方法と規定されています。 

 これは、評価の対象となっている家屋と同一のものを、評価時点において、その場所に新築す

るものとした場合に必要とされる建築費（再建築価格）を基準とする評価方法です。 

 

①新築家屋の場合 

 評価時点における再建築価格に、家屋の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に応じ

る減価率（経年減点補正率）を乗じて評価額を求めます。 

 

②新築家屋以外の家屋（在来分家屋）の場合 

 評価額の算出方法は、新築家屋の場合と同様です。ただし、再建築価格は固定資産評価基準の

定める再建築費評点補正率を前基準年度の再建築価格に乗じます。つまり、建築物価の変動分を

考慮するわけです。 

 



 ただし、評価額が前年度の価額が超える場合には、決定価額は引き上げられることなく、原則

として、前年度の価額に据え置かれます。 

 

(2)償却資産 

 固定資産税における償却資産の評価は、固定資産評価基準基第３章によって、取得価額を基準

として、耐用年数及び取得後の経過年数に応ずる価値の減少を考慮して評価するように規定され

ています。 

 現行の償却資産の評価方法においては、取得価額、耐用年数等について、原則として税務会計

における取扱いの方法によるものとし、所得後の経過年数に応ずる減価償却の方法は原則として

定率法によって行われます。 

 

 次回７月１１日(水)に配信予定のメルマガ No.５では「固定資産の評価替え」についてご説明

いたします。 
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